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平成18年9月期及び平成19年3月期の運用状況の予想の修正に関するお知らせ 

 

リプラス・レジデンシャル投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、平成18年5月26日付で公

表し、平成18年6月6日付で修正済みの平成18年9月期（平成17年10月7日から平成18年9月30日）及び平成

19年3月期（平成18年10月1日から平成19年3月31日）における本投資法人の運用状況の見通し（予想数

値）について、下記のとおり修正することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．運用状況の予想の修正理由 

本日、公募による新投資口発行に関して発行価格等を決定いたしました。また、三菱UFJ証券株式会社

により新投資口発行と同時に行われることが予定されていた投資口売出しが行われないことが決定されま

した。これに伴い、平成18年6月6日公表の「平成18年9月期及び平成19年3月期の運用状況の予想の修正に

関するお知らせ」により修正済みの予想につき、算定の前提となる新投資口の発行価格が変動したことに

より、運用状況の予想の修正を行うものです。 

 

(1) 仮条件決定に伴う修正の前提となる新投資口の発行価格    450,000円以上 470,000円以下 

(2) 最終決定された新投資口の発行価格                      450,000円 
 

 

２．修正の内容 

 当期純利益 一口当たり分配金 一口当たり 

利益超過分配金 

前回予想（平成18年6月6日） 百万円 円 円 

平成18年9月期（第1期） 

平成19年3月期（第2期） 

516～524 

766～771 

8,251～8,380 

12,238～12,331 
― 

― 

今回修正予想 百万円 円 円 

平成18年9月期（第1期） 

平成19年3月期（第2期） 

518 

766 

8,446 

12,477  

― 

― 

 

【参考】 

平成18年9月期： 予想期末発行投資口数61,400口（前回は62,600口） 

平成19年3月期： 予想期末発行投資口数61,400口（前回は62,600口） 
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【注意】 

本修正予想値は、上記１．(2)の新投資口の発行価格の決定に伴い、平成18年5月26日付けで公表

し、平成18年6月6日付で修正済みの「平成18年9月期及び平成19年3月期運用状況の予想の前提

条件」の一部を以下のとおり修正いたします。この結果、当期純利益、一口当たり分配金を上記の表

のとおり修正されます。 
 
「借入金」欄：適格機関投資家からの借入れ予定額につきましては、約 24,507～25,363百万円から約 25,363

百万円に修正いたします。 

 

 

【注記】 

１．かかる予想数値は、現時点のものであり、今後の不動産等の取得又は売却、不動産市場等の推移、本

投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により、実際の営業収益、当期純利益及び一口当たり分配

金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 

２．上記予想と一定以上の乖離が見込まれる場合は、予想の修正を行うことがあります。 

３．本投資法人における第1期営業期間（平成18年9月期）は平成17年10月7日から平成18年9月

30日までです。なお、第2期以降の各営業期間は、毎年4月1日から9月30日及び10月1日から

翌年3月31日までとなります。 

４．本投資法人は、今回募集する投資口の払込期日（平成18年6月21日）の翌日後、遅滞なく不動産を

信託する信託の受益権（17物件）及び不動産（2物件）を取得する予定です。 

５．本投資法人の上場予定日は平成18年6月22日です。 

６．単位未満の数値は切り捨てて表示しております。 

 

以 上 

 

＊本日資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 


